知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例等の改正（概要）
総務部人事室企画厚生課
■改正の理由
平成23年８月29日及び平成23年12月14日に大阪府特別職報酬等審議会からなされた答申及び意見具申等を踏まえ、特別職の報酬及び給料の額等について等の見直しを行う。
■改正の内容
●審議会答申に基づき見直しを行う。
○給料及び報酬額の改定及び区分の新設
	区分
	改定後の額
	改定前の額

	知事
	月額　1,310,000円
	月額　1,450,000円

	副知事
	月額　1,030,000円
	月額　1,140,000円

	行政委員


○退職手当の支給割合の見直し（第２条及び第５条関係）
　　平成24年４月１日から次のとおりの支給割合とし、特例減額の割合を当分の間、50％とする。
	
	改定後
	改定前

	区分
	本則の支給割合
	特例減額の割合
	本則の支給割合
	特例減額の割合

	知事
	100分の20
	50％
	100分の60
	－

	副知事
	100分の20
	50％
	100分の45
	20％

	教育長
	100分の20
	50％
	100分の30
	15％


 　　※なお、経過措置として施行期日前から在職する場合、現任期の就任の日から平成24年３月31日までの間については改定前の現行条例の例により計算し、平成24年４月１日から退職日までの間は改定後の支給割合で計算した上で、それぞれの期間の退職手当額を合算して支給する。
　●　上記改正に伴い特例期間（平成23年４月１日から平成26年３月31日まで）における給料等の減額割合及び減額後の報酬単価の見直しを行う（第47条関係）。
　　現在の給料等の特例減額については、平成23年４月１日から実施しているが、今般の特別職報酬等審議会の答申等を受け、行政委員報酬が日額化されることに伴い、平成24年４月１日から給料等の特例減額の割合を次のとおりとする。また、附属機関委員報酬については、これまで知事等の給料の改定率に応じて本則の報酬単価を改定しており、今回の改定に伴い、特例減額後の報酬単価が変更となるため、特例条例の報酬日額の見直しを行う。
　
　○特例期間における減額の割合
	
	改定後
	改定前

	行政委員
	100分の３
	100分の20


　○附属機関委員報酬単価改定に伴う特例期間における減額後の報酬単価の見直し
	
	改定後
	改定前

	区分
	本則による
報酬日額
	特例期間における
報酬日額
	本則による
報酬日額
	特例期間における
報酬日額

	Ａ
	 9,600円
	 9,400円
	10,700円
	10,400円

	Ｂ
	 8,200円
	 8,000円
	 9,100円
	 8,900円

	Ｃ
	 6,100円
	 6,000円
	 6,800円
	 6,600円

	大阪府留置施設視察委員会委員
	16,500円
	16,000円
	18,300円
	17,800円


　　　※特例期間における日額報酬の額は、本則による報酬×（１－３％）〔100円未満切り上げ〕
■施行期日
　平成24年４月１日
■政策アセスメント・制度間調整
　財政課及び関係部局と調整済み
